
生活福祉資金貸付事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、生活福祉資金貸付事業の実施に要する費用について、社会福祉法人埼玉県社

会福祉協議会（以下「県社協」という。）に対し、毎年度予算の範囲内において補助金を

交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第５８条第２

項から第４項まで、社会福祉法人に対する助成の手続きを定める条例（昭和３８年埼玉県

条例第１５号。以下「条例」という。）及び補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４

０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 

（補助金対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、県社協が「生活福祉資金貸付制度要綱」（平成

２１年７月２８日厚生労働省発社援０７２８第９号厚生労働事務次官通知）及び「生活福

祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付の実施について」（令和２年３月１１

日社援発０３１１第８号厚生労働省社会・援護局長通知）」に基づいて行う貸付事業とす

る。 

 

（補助金交付額の算定） 

第３条 補助金の交付額は次の区分により算出された額の合計額とする。 
（１）生活福祉資金の貸付原資として知事が別に定める額 
（２）生活福祉資金の欠損補てん積立金として知事が別に定める額 
（３）生活福祉資金の貸付等の事務に要する経費 

  次表の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少

ない方の額と、総事業費から当該事業に係る収入額（寄附金を除く。）を控除した額

とを比較して少ない方の額を選定する。ただし、選定された補助額に１，０００円未

満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 
  １ 基 準 額            ２  対  象  経  費 

次に掲げる額の合算額 

 

①社会福祉協議会貸付

事務費 

知事が別に定める額 

 

 

 

②市町村社会福祉協

議会貸付事務費 

知事が別に定める額 

 

③民生委員実費弁償費 

知事が別に定める額 

 
④生活福祉資金債権管

理強化推進事業費 

知事が別に定める額 

県社協が生活福祉資金の貸付事業を行うために必要な次の①～④に掲げ

る額の合算額 

① 県社協が行う貸付事務の運営費（諸謝金、庁費、委託料以外は県社協

の職員の給与に関する規定及び県社協の旅費に関する規定により貸付事

務担当職員に対し支給するものに限る） 
職員俸給、諸手当、社会保険料事業主負担金、旅費、諸謝金、庁費（

備品費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、雑役務費、通信運搬費、光熱

水費、借料及び損料、会議費、賃金）、委託料、負担金 

② 市町村社会福祉協議会が行う貸付事務の連絡及び運営費 

職員俸給、諸手当、社会保険料事業主負担金、旅費、庁費（備品費、

消耗品費、印刷製本費、雑役務費、通信運搬費、光熱水費、借料及び損

料、会議費、賃金） 

③ 貸付調査、償還指導のため民生委員に支給した実費弁償費 
 

 

④ 平成１１年７月１３日社援第１７３１号厚生省社会・援護局長通知の

別紙「生活福祉資金債権管理強化推進事業実施要綱」に基づき行う事業

の実施に必要な経費 

諸謝金、旅費、庁費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料及び

損料） 



 
（申請書の様式及び提出期限） 

第４条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 
２ 前項の申請書の提出期限は、毎会計年度定めるものとし、補助金の交付の申請をしよ 
 うとする県社協に対し通知するものとする。 
３ 当初の交付決定を受けた後、事情の変更により当初の交付申請の内容を変更する必要が 
 生じた場合には様式第１－２号により、別途定める期限までに知事あて申請すること。 
 

（申請書の添付書類等） 

第５条 前条の申請書には、事業計画書を添付するものとし、規則第４条第２項第１号から

第３号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

２ 条例第２条第２号に掲げる収支予算書及び第３号に掲げる書類の添付は要しない。 
 

（交付決定通知書の様式） 

第６条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（交付の方法） 

第７条 この補助金は、概算払いで交付する。 

 

（交付の条件） 

第８条 補助金の交付には、次の条件を付するものとする。 

（１）事業に要する経費の各区分間の配分の変更はしてはならない。 

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（４）貸付資金の運営に関し、必要な規程を定め知事の承認を受けなければならない。これ

を変更するときも、同様とする。 

（５）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具につ

いては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２

５５号。以下「適正化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定により、厚生

労働大臣が別に定める期間を経過するまで知事の承認を受けないで、この補助金の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはなら

ない。 

（６）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全

部又は一部を県に納付させることがある。 

（７）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善

良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなければならない。 

（８）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速や

かに知事に報告して、その指示を受けなければならない。 

（９）県社協は、知事の承認を受けて、生活福祉資金貸付事業を廃止する場合には、現に貸

し付けている貸付金の状況及び当該貸付金の償還計画等を知事に報告するとともに、事

業を廃止する時期までの各年度における補助金の額の合計額を限度として知事が定める

額を県に返還しなければならない。 

（10）県社協は、知事が県社協の生活福祉資金貸付事業の業務の取扱いが適正を欠くと認め、

是正の措置を講じるよう指示した場合には、これに従わなければならない。 

（11）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠

書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は

廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管

しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単



価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了

する日、又は適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定

める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

（12）県社協は、保有している生活福祉資金貸付事業に係る貸付原資の額の全部又は一部に

ついて事業の見込みがないなどの事実が生じた場合又はその額が厚生労働大臣が別に定

める基準に照らして過大であると認められる場合には、様式第４号により知事に報告し、

その指示を受け、各年度における補助金の額の合計額を限度として、知事が指定する期

日までに県に返還しなければならない。 

（13）事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により事業に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合も含む。）は、様式第

５号により速やかに知事に報告しなければならない。また、仕入控除税額があることが

確定した場合には、当該仕入控除税額を返還しなければならない。 

 

（補助事業の遂行状況報告） 

第９条 県社協は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、当該要求に

かかる事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告書の様式及び提出期限） 

第 10 条 規則第１３条の報告書の様式は、様式第３号のとおりとし、その提出期限は、当該

年度の末日、または、事業の完了後（補助事業の廃止、会計年度終了の場合を含む。）２

月以内のいずれか早い日とする。 

 

（実績報告書の添付書類） 

第 11 条 前条の実績報告書には、事業報告書を添付するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 12 条 知事は、県社協が第８条第４号の条件に違反したときは、補助金の交付を取

り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

２ 知事は、規則第１４条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既

にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分につい

て県に返還することを命ずるものとする。 

 

（暴力団排除に関する誓約） 

第 13 条 県社協は、様式第６号記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申

請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

  附 則 

  この要綱は、平成２１年１０月１６日から適用する。 

 
  附 則 

  この要綱は、平成２４年９月１８日から適用する。 

 
  附 則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。 

 
  附 則 

  この要綱は、平成２９年１０月１１日から適用する。 



  附 則 

  この要綱は、令和２年３月２７日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和２年６月１８日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和３年３月３１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和４年９月１日から適用する。 

 

 



 

様式第１号 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金交付申請書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

 

（宛先） 

  埼玉県知事 

 

 

                      社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

                      会  長             

 

 

 下記により    年度生活福祉資金貸付事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等

の交付手続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

                    記 

 

  １ 補助申請額       金           円 

  ２ 補助金所要額調書    （別紙１のとおり） 

  ３ 補助金所要額内訳書   （別紙２のとおり） 

 

 

 添付書類 

 １ 事業計画書 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第１－２号 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金変更交付申請書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

 

（宛先） 

  埼玉県知事 

 

 

                      社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

                      会  長             

 

 

 下記により    年度生活福祉資金貸付事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等

の交付手続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

                    記 

 

  １ 補助申請額       金           円（A） 
  ２ 既交付金額       金           円（B） 
  ３ 変更増減額       金                      円（A）－（B） 
  ４ 補助金所要額調書    （別紙１のとおり） 

  ５ 補助金所要額内訳書   （別紙２のとおり） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第２号 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金交付決定通知書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

 

 社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

 会  長           様 

 

 

                         埼玉県知事      印 

 

 

     年  月  日付け     で申請の    年度生活福祉資金貸付事業費補

助金については、下記のとおり交付する。 
 

記 
 
  １ 交付金額   金             円 

  ２ 支払方法   概算払 

  ３ 交付の条件 

 (1) 事業に要する経費の各区分間の配分の変更はしてはならない。 

 (2) 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けな

ければならない。 

 (3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

 (4) 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具

については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年

政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定

により、厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで知事の承認を受けないで、

この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

又は廃棄してはならない。 

 (5) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 (6) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなければ

ならない。 

 (7) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに知事に報告して、その指示を受けなければならない。 

 

 



 

 (8) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について

証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の

増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該

財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定に

より厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管してお

かなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２－２号 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金変更交付決定通知書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

 

 社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

 会  長           様 

 

 

                         埼玉県知事      印 

 

 

     年  月  日付け     で申請の    年度生活福祉資金貸付事業費補

助金については、下記のとおり交付する。 
 

記 
 
  １ 既交付金額  金             円 
  ２ 変更交付金額 金             円 

  ３ 支払方法   概算払 

  ４ 交付の条件 

 (1) 事業に要する経費の各区分間の配分の変更はしてはならない。 

 (2) 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けな

ければならない。 

 (3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

 (4) 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具

については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年

政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定

により、厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで知事の承認を受けないで、

この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

又は廃棄してはならない。 

 (5) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 (6) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともにその効率的な運営を図らなければ

ならない。 

 (7) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに知事に報告して、その指示を受けなければならない。 

 



 

 (8) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について

証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の

増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該

財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定に

より厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管してお

かなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金事業実績報告書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

（宛先） 

  埼玉県知事  

 

 

                     社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

                     会  長             

 

 

     年  月  日付け   第   号で補助金の交付決定の通知を受けた生活福

祉資金貸付事業費補助金については、当該事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関

する規則第１３条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。 

 

                    記 

 

  １ 補助金の交付決定額      金           円 

  ２ 補助事業の実施期間          年  月  日から 

                       年  月  日まで 

  ３ 補助事業の精算書       （別紙１のとおり） 

  ４ 補助事業の支出済額内訳書   （別紙２のとおり） 

 

 添付書類 

  １ 事業報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第４号 

 

生活福祉資金貸付事業費補助金（貸付原資）の返還に係る報告書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

（宛先） 

  埼玉県知事  

 

 

                     社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

                     会  長             

 

 

生活福祉資金貸付事業費補助金交付要綱第８条（１２）の規定により、下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

１ 対象となる資金の種類                   資金分 

２     年度末現在保有資金額       金         円 

３ 補助金（貸付原資）返還額         金         円 

４ 補助金（貸付原資）の返還理由と返還額の算出根拠 

 

 

 

５ その他参考となる書類 



 

様式第５号 

 

    年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

                             番         号 

                                 年  月  日 

（宛先） 

  埼玉県知事  

 

 

                     社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会 

                     会  長             

 

 

    年  月  日付け   第    号で交付決定を受けた    年度生活

福祉資金貸付事業費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、生

活福祉資金貸付事業費補助金交付要綱第８条（１３）の規定により、下記のとおり報告し

ます。 

 

１ 補助金等の交付手続等に関する規則(昭和４０年埼玉県規則第１５号）第１４条の

規定による額の確定額又は事業実績報告による精算額 

                      金          円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額（要補助金等返還相当額） 

                      金          円 

 

３ 添付書類 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握でき

る資料、特定収入の割合を確認できる資料） 

 



 

様式第６号 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完

了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、

又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立

てません。  

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成 23 

年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であると

き又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である

場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、

暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべ

き関係を有しているとき。 

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委

託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれ

かに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当す

る第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が

法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められ

るとき。 

 

 

   所 在 地：                                            

 

      事 業 者 名：                                            

 

      代表者職・氏名：                                           

 

 

 



別紙１ 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金所要額調書 

                                                                  （単位：円） 

 

  区   分      
 

  総事業費 

 

    Ａ 

 

収 入 額 

 

    Ｂ 

 

  差 引 額 

（Ａ－Ｂ） 

    Ｃ 

 

対象経費の 

支出予定額 

    Ｄ 

 

  基  準  額 

 

    Ｅ 

 

  選  定  額 

 

    Ｆ 

 

補 助 金 

所 要 額 

    Ｇ 
 

１ 生活福祉資金

貸付金 

 （貸 付 原 資） 

 

 

 

 

 

 
      

 

２ 生活福祉資金

貸付金 

(欠損補てん 

積立金) 

       

 

３ 生活福祉資金

貸付事業推進費 

（事  務  費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 合  計 
       

 

  注 １ Ａ欄には、当該事業にかかる総事業費の額を記入する。 

    ２ Ｂ欄には、当該事業に係る収入予定額（寄付金を除く。）を記入する。 

    ３ Ｄ欄には、Ａ欄の経費のうち、補助対象経費の支出予定額を記入する。 

    ４ Ｅ欄には、第３条の補助基準額を記入する。 

    ５ Ｆ欄には、Ｃ欄、Ｄ欄及びＥ欄に掲げる額のうち、最も少ない額を記入する。 

    ６ Ｇ欄には、Ｆ欄の額を記入する。ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 



別紙１ 

 

    年度生活福祉資金貸付事業費補助金精算書 

                                                                  （単位：円） 

 

  区  分 

 

 総事業費 

 

    Ａ 

 

収 入 額 

 

   Ｂ 

 

 差 引 額     

（Ａ－Ｂ） 

    Ｃ 

 

対象経費の 

支出済額 

   Ｄ 

 

 基 準 額 

 

   Ｅ 

 

 選 定 額 

 

   Ｆ 

 

県補助金 

所 要 額 

   Ｇ 

  県補助金 

  受入済額 

(交付決定額) 

   Ｈ 

  補 助 金 

  過不足額 

（Ｈ－Ｇ）  

Ｉ 
 

１ 生活福祉資金

貸付金 

  （貸付原資） 

 

 

 

 

 

 
        

 

２ 生活福祉資金

貸付金 

(欠損補てん 

積立金) 

         

 

３ 生活福祉資金

貸付事業推進費

（事 務 費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 合  計 
         

 

  注 １ Ａ欄には、当該事業にかかる総事業費の額を記入する。 

    ２ Ｂ欄には、当該事業に係る収入額（寄付金を除く。）を記入する。 

    ３ Ｄ欄には、Ａ欄の経費のうち、補助対象経費の実支出額を記入する。 

    ４ Ｅ欄には、第３条の補助基準額を記入する。 

    ５ Ｆ欄には、Ｃ欄、Ｄ欄及びＥ欄に掲げる額のうち、最も少ない額を記入する。 

    ６ Ｇ欄には、Ｆ欄の額を記入する。ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 



 

別紙２ 

生活福祉資金貸付事業費補助金所要額内訳書 

                                                                               （単位：円） 

 

  区   分 

     対象経費の支出予定額  

  基 準 額 

 

   積 算 内 訳    科  目    金  額 

 

社会福祉協議会貸付

事務費 

 

 

 

 

 

市町村社会福祉協

議会貸付事務費 

 

 

 

 

 

民生委員実費弁償費 

 

 

 

 

 

生活福祉資金債権

管理強化推進事業

費 

                         

 

合  計 

    

注 １ 本表は、別紙１の区分３のＤ欄の「対象経費の支出予定額」及び「基準額」の内訳を

記入するものである。 

  ２ 科目欄には、要綱第３条の対象経費欄に列挙されている科目を記入すること。 

  ３ 積算内訳欄には、単価、人数等の積算基礎を記入すること。 

 

 



 

別紙２ 

生活福祉資金貸付事業費補助金支出額内訳書 

                                                                               （単位：円） 

 

  区   分 

     対象経費の実支出額  

  基 準 額 

 

   積 算 内 訳    科  目    金  額 

 

社会福祉協議会貸付

事務費 

 

 

 

 

 

市町村社会福祉協

議会貸付事務費 

 

 

 

 

 

民生委員実費弁償費 

 

 

 

 

 

生活福祉資金債権

管理強化推進事業

費 

                         

 

合  計 

    

注 １ 本表は、別紙１の区分３のＤ欄の「対象経費の支出済額」及び「基準額」の内訳を記

入するものである。 

  ２ 科目欄には、要綱第３条の対象経費欄に列挙されている科目を記入すること。 

  ３ 積算内訳欄には、単価、人数等の積算基礎を記入すること。 

 


